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今日、地方公共団体の資産・負債は極めて肥大化し、また、特別会計や外郭団体

も増加して、従来の官庁会計（現金主義・単式簿記）のみでは、財政全体を総合的

に把握することが困難となっています。 

こうした中、平成１８年６月に施行された「簡素で効率的な政府を実現するため

の行政改革の推進に関する法律」を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環

として、「新地方公会計制度」が位置付けられ、同年８月には、総務省から「地方

公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」が示され、その中で人口３

万人以上の都市については３年後の公表を目途に「貸借対照表」、「行政コスト計

算書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の財務書類４表の作成及び

公表に取り組むよう方針が示されました。 

また、平成２６年４月に「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」の

中で統一的な基準を示し、平成２７年１月には同基準のより詳細な内容等を記載し

た「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を示した上で、原則として平成２

７年度から平成２９年度までの３年間で統一的な基準による財務書類等を整備する

よう全ての都道府県、市町村等に要請されました。 

本市では、企業会計（発生主義・複式簿記）の考え方を加味した新地方公会計制

度を導入し、平成２０年度決算分から「基準モデル※」による財務書類４表を作成

し公表していますが、今後は平成２９年度までに統一的な基準による財務書類等を

作成し公表できるよう準備を進めることとしています。 

今回は、「基準モデル※」による平成２５年度決算分の財務書類４表を作成しま

したので、その内容を公表します。 

 

※「基準モデル」とは 

財務書類４表の作成に当り、総務省から「基準モデル」と「総務省方式改訂モデ

ル」の２つの方式が示されました。「基準モデル」では、すべての固定資産を公正

価値で評価します。一方、「総務省方式改訂モデル」では、当初は固定資産のうち

売却可能資産のみを評価して、段階的に固定資産情報を整備していきます。本市に

おいては、より精度が高く、企業会計原則を厳格に適用し、国の方針及び国の財務

書類作成基準との整合性に留意した「基準モデル」を採用しました。

１ 新地方公会計制度の概要  
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座間市土地開発公社          高座清掃施設組合  

(公財)座間市スポーツ･文化振興財団    広域大和斎場組合  

                   神奈川県後期高齢者医療広域連合  

 

  

  
⑴ 対象となる会計  

本市では、一般会計の外、国民健康保険事業外３事業の特別会計、公営企業会計で

は水道事業会計、関連する一部事務組合や公益法人といった関連団体の会計を対象に、

財政状態や行政コストを明らかにすることを目的に、「対象会計イメージ図」に示す

ように一般会計、特別会計及び水道事業会計については単体ベースの財務書類を作成

し、さらに一部事務組合等の関連団体を含めた連結ベースの財務書類を作成していま

す。  

対象会計イメージ図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑵ 作成基準日  

  作成基準日は、会計年度末の平成２６年３月３１日とし、平成２６年４月１日

から５月３１日までの出納整理期間中の収支については、作成基準日までに終了

したものとして処理しています。

連結ベース  

 

一般会計              公共下水道事業特別会計  

国民健康保険事業特別会計      介護保険事業特別会計  

後期高齢者医療保険事業特別会計   水道事業会計  

単体ベース  

２ 対象となる会計の範囲及び作成基準日  
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⑴  貸借対照表 

企業会計においては、バランスシートと呼ばれています。地方公共団体がどの

ような資産を保有しているか、その資産がどのような財源で賄われているのかを

示している財務書類です。年度末（３月３１日現在）における財政状態（資産、

負債と純資産）を表しています。 

 

主な区分 

資産 
庁舎、学校、道路、公園等の土地や建物の財産、現在保有する現

金等、将来の資金流入をもたらすもの(債権、未収金など) 

負債 
地方債や職員の退職手当など、地方公共団体から資金流出をもた

らすもので、将来の世代が負担するもの 

純資産 資産と負債の差額で、これまでの世代が負担してきた財産 

 

 

⑵ 行政コスト計算書 

１年間の行政活動のうち、人件費や補助金の給付など資産形成に結びつかない

行政活動に要した費用とその行政活動の直接の対価として得られた使用料、手数

料などの収益を対比させた財務書類です。 

 

主な区分 

経常費用 行政活動に要した費用 

人件費 議員報酬、職員給料、退職給付費用など 

物件費 消耗品費、維持補修費、減価償却費など 

経費 業務費、委託費など 

業務関連費用 公債費(利払分)、借入金支払利息など 

移転支出 補助金、生活保護費等の社会保障関係費など 

経常収益 使用料、手数料、受取利息など 

３ 財務書類４表とは  
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⑶ 純資産変動計算書  

貸借対照表の資産と負債の差額である純資産が１年間にどのような財源や要因

で増減しているかを表している財務書類です。住民の持分である純資産がいくら

増減したか分かります。  

 

主な区分  

財源変動の部 行政コスト計算書に計上されない財源の流入出を表し

ています。 

財源の使途 市税や国、県の補助金などの財源を何に使ったかを表

しています。 

財源の調達 財源をどのような形でいくら調達したかの内訳を表し

ています。 

資 産 形 成 充 当 

財 源 変 動 の 部 

財源を将来の世代が利用可能な固定資産等にどの程度

使ったかを表しています。 

固定資産の変動 学校や道路などの社会資本を取得した額と過去に取得

した社会資本の減価償却費等の差額 

長期金融資産の変動 基金、出資金などの長期金融資産の増減 

 

 

⑷ 資金収支計算書  

１年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つの区分に分け

て表している財務書類です。  

 

主な区分  

経常的収支 行政活動を行う上で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

資本的収支 学校や道路などの資産形成や貸付金などの収入、支出 

財務的収支 地方債、借入金などの収入、支出 
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財務書類４表の相互関係は、次のとおりです。  

 

【貸借対照表】            【行政コスト計算書】  

資産  

 

 

 

 

負債  

 

 

 

 

 

①  

 

 

 

 

 

 

②  

 

 

 

経常費用（総行政コスト）  

経常収益  
 

  

 

【純資産変動計算書】  

 

【資金収支計算書】  

前期末残高  期首資金残高  

当期変動額合計  

  
当期資金収支額  

    

                     ③  

 
①貸借対照表の「純資産」と純資産変動計算書の「期末純資産残高」は、一致します。 

②行政コスト計算書と純資産変動計算書の「純経常費用（純行政コスト）」は、一致

します。  

③貸借対照表の「資金」と資金収支計算書の「期末資金残高」は、一致します。

資金  

純資産  

純経常費用 (純行政コスト ) 

期末資金残高  当期末残高  

純経常費用 (純行政コスト ) 

４ 財務書類４表の相互関係  



⑴  貸借対照表　（平成26年3月31日現在）

１．金融資産 9,924 11,137 １．流動負債 5,157 6,879
資金 2,806 3,761 未払金及び未払費用 207 867
金融資産（資金以外） 7,119 7,376 前受金及び前受収益 1 4
債権 3,019 3,229 引当金 362 385
有価証券 1,287 1,478 賞与引当金 362 385
投資等 2,813 2,668 預り金（保管金等） 170 176
出資金 9 9 公債（短期） 4,030 4,084
基金・積立金 2,555 2,612 短期借入金 0 976
その他の投資 248 47 その他の流動負債 387 387

２．非金融資産 276,529 279,041 ２．非流動負債 52,060 51,430
事業用資産 76,006 77,151 公債 43,017 43,167
有形固定資産 75,784 76,929 借入金 30 30
土地 36,476 37,002 責任準備金 0 0
建物 37,705 38,287 引当金 8,035 7,256
その他有形固定資産 1,535 1,571 退職給付引当金 7,059 7,256
建設仮勘定 69 69 その他の引当金 976 0

無形固定資産 94 94 その他の非流動負債 978 978
棚卸資産 128 128

インフラ資産 200,523 201,890
公共用財産用地 134,971 135,463
公共用財産施設 61,448 62,323 【純資産の部】
その他の公共用財産 2,106 2,106 財源 9,384 9,222
公共用財産建設仮勘定 1,999 1,999 資産形成充当財源 ▲ 9,661 ▲ 9,426

繰延資産 0 0 その他の純資産 229,514 232,072

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

連結単体【資産の部】 単体

資産合計 286,454

純資産合計 229,236

290,178

【負債の部】連結

231,868

57,217 58,310負債合計

290,178 負債・純資産合計 286,454

  

 平成２５年度末の座間市の資産総額は、単体ベースで２,８６５億円、連結ベースで２，

９０２億円です。そのうち、これまでの世代が負担してきた財産である純資産は、単体

ベースで２，２９２億円、連結ベースで２,３１９億円になり、負債は、単体ベースで５

７２億円、連結ベースで５８３億円になりました。 

 資産のうち非金融資産は、単体ベースで全体の９７％と大部分を占めており、そのう

ち公園、道路等のインフラ資産が２,００５億円になりました。 

 負債のうち公債残高は、単体ベースで全体の８２％、４７０億円になりました。これ

らは、将来の世代が負担していくことになります。 

 市民１人当たり（単体ベース）では、資産が２２１万円、負債が４４万円、純資産が

１７６万円です。 

貸借対照表から分かること 

５ 座間市の財務書類４表(単体・連結ベース） 
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⑵　行政コスト計算書　（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

１．経常業務費用 17,837 19,169
①人件費 7,638 8,011
②物件費 4,259 4,883
③経費 4,373 4,612
④業務関連費用 1,568 1,663

２．移転支出 34,213 41,239
①他会計への移転支出 0 0
②補助金等移転支出 3,541 10,535
③社会保障関係費等移転支出 30,611 30,611
④その他の移転支出 62 94

経常費用合計（総行政コスト） 52,051 60,409

１．経常業務収益 4,337 4,499
①業務収益 3,374 3,620
自己収入 3,374 3,600
その他の業務収益 0 20

②業務関連収益 963 879
受取利息等 11 12
資産売却益 2 2
その他の業務関連外収益 950 865

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

【経常収益】 単体

連結

連結

【経常費用】 単体

経常収益合計 4,337 4,499

純経常費用（純行政コスト） 47,714 55,909

  

 平成２５年度の総行政コストは、単体ベースで５２１億円、連結ベースで６０４億円で、

行政活動の直接の対価として得られた使用料、手数料等の経常収益は、単体べースで４３億

円、連結ベースで４５億円になりました。また、総行政コストと経常収益の差額の純行政コ

ストは、単体ベースで４７７億円、連結ベースで５５９億円で、これらを市税や国、県の補

助金などの財源で補っています。 

 総行政コストのうち補助金や社会保障関係支出などの移転支出が、単体ベースで６６％、

３４２億円と大部分を占めています。 

 市民１人当たり（単体ベース）では、総行政コスト４０万円、経常収益が３万円、純行政

コストが３７万円です。 

  

行政コスト計算書 から分かること 
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⑶　純資産変動計算書　（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

１.財源変動の部　ｃ＝b-ａ ▲ 303 ▲ 180

財源の使途計　　a 55,768 64,277

①純経常費用への財源措置 47,714 55,909

②固定資産形成への財源措置 3,699 3,886

③長期金融資産形成への財源措置 1,818 1,859

④その他の財源の使途 2,538 2,622

財源の調達計　　b 55,466 64,098

①税収 19,773 19,773

②社会保険料 5,619 5,871

③移転収入 24,632 32,847

④その他の財源の調達 5,440 5,606

２.資産形成充当財源変動の部　　d 873 905

１.固定資産の変動 ▲ 294 ▲ 220

２.長期金融資産の変動 1,140 1,097

３.評価・換算差額等の変動 27 27

３.その他の純資産変動の部　　ｅ 0 0

0 46

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

当期変動額（増減差額）　　c+d+e 570 725

当期末残高 229,236

経費負担割合変更に伴う差額

（単位：百万円）

231,868

連結単体

前期末残高 228,666 231,097

  

  平成２５年度の純資産の前期末残高は、単体ベースで２，２８７億円、連結

ベースで２,３１１億円であり、当期変動額は、単体ベースで６億円、連結ベー

スで７億円増加し、その結果、当期末残高は、単体ベースで２，２９２億円、連

結ベースで２，３１９億円になりました。 

 財源変動の部では、単体ベースで税収、補助金等で５５５億円の財源を調達し、

５５８億円を使用し、３億円減少しました。 

 資産形成充当財源変動の部では、単体ベースで固定資産が３億円減少しました

が、評価・換算差額等が３千万円、長期金融資産が１１億円増加し、その結果、

９億円増加しました。 

純資産変動計算書から分かること 
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⑷　資金収支計算書　（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

１．経常的収支 5,393 5,697
経常的支出 48,526 56,550
①経常業務費用支出 14,312 15,311
　人件費支出 7,634 8,000
  物件費支出 2,391 2,719
  経費支出 3,774 3,993
  業務関連費用支出(財務的支出を除く） 513 599
②移転支出 34,213 41,239

経常的収入 53,918 62,247
①租税収入 19,782 19,782
②社会保険料収入 5,430 5,682
③経常業務収益収入 4,074 3,991
④移転収入 24,632 32,792

２．資本的収支 ▲ 4,095 ▲ 3,927
資本的支出 4,868 4,783
①固定資産形成支出 2,986 2,859
②長期金融資産形成支出 1,818 1,859
③その他の資本形成支出 65 65

資本的収入 773 857
①固定資産売却収入 30 30
②長期金融資産償還収入 126 210
③その他の資本処分収入 617 617

３．財務的収支 ▲ 1,868 ▲ 2,110
財務的支出 5,936 7,282
　①支払利息支出 1,017 1,026
　②元本償還支出 4,919 6,256
財務的収入 4,068 5,172
①公債発行収入 4,061 4,093
②借入金収入 0 1,072
③その他の財務的収入 7 7

経費負担割合変更に伴う差額 0 7

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

期末資金残高 2,806 3,761

基礎的財政収支（プライマリーバランス）＝１＋２ 1,297 1,770

当期資金収支額 ▲ 571 ▲ 340

（単位：百万円）

期首資金残高 3,376 4,093

連結単体

  平成２５年度の当期資金収支額は、単体ベースで６億円、連結ベースで３億円減少しまし

た。その結果、期末資金残高は、単体ベースで２８億円、連結ベースで３８億円になりまし

た。 

 経常収支は、単体ベースで５４億円の黒字となり、資本的収支は４１億円の赤字となり、

これらを合計した基礎的財政収支（プライマリーバランス）は１３億円の黒字になりました。

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、一般的に黒字の範囲内に抑えることが望まし

いとされています。 

 財務的収支は、単体ベースで１９億円の赤字になりました。このことは、地方債の残高が

減少したことを示しており、将来の世代の負担が減少したことを示しています。  

資金収支計算書から分かること 
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⑴  貸借対照表（単体ベース）　

１．金融資産 9,924 9,696 228 １．流動負債 5,157 5,919 ▲ 762

資金 2,806 3,376 ▲ 570 未払金及び未払費用 207 272 ▲ 65

金融資産（資金以外） 7,119 6,320 799 前受金及び前受収益 1 0 1

債権 3,019 3,360 ▲ 341 引当金 362 359 3

有価証券 1,287 968 319 賞与引当金 362 359 3

投資等 2,813 1,992 821 預り金（保管金等） 170 169 1

出資金 9 9 0 公債（短期） 4,030 4,804 ▲ 774

基金・積立金 2,555 1,735 820 短期借入金 0 0 0

その他の投資 248 248 0 その他の流動負債 387 315 72

２．非金融資産 276,529 276,795 ▲ 266 ２．非流動負債 52,060 51,905 155

事業用資産 76,006 76,698 ▲ 692 公債 43,017 42,717 300

有形固定資産 75,784 76,514 ▲ 730 借入金 30 30 0

土地 36,476 36,316 160 責任準備金 0 0 0

建物 37,705 39,140 ▲ 1,435 引当金 8,035 8,481 ▲ 446

その他有形固定資産 1,535 919 616 退職給付引当金 7,059 7,299 ▲ 240

建設仮勘定 69 138 ▲ 69 その他の引当金 976 1,181 ▲ 205

無形固定資産 94 58 36 その他の非流動負債 978 678 300

棚卸資産 128 126 2

インフラ資産 200,523 200,096 427

公共用財産用地 134,971 134,574 397

公共用財産施設 61,448 62,609 ▲ 1,161 【純資産の部】

その他の公共用財産 2,106 1,677 429 財源 9,384 10,144 ▲ 760

公共用財産建設仮勘定 1,999 1,236 763 資産形成充当財源 ▲ 9,661 ▲ 10,991 1,330

繰延資産 0 0 0 その他の純資産 229,514 229,514 0

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

資産合計 286,454 負債・純資産合計

570

▲ 36

228,666

286,490▲ 36 286,454

平成24年度

286,490

（単位：百万円）

平成25年度【資産の部】 平成25年度 【負債の部】

純資産合計 229,236

57,217

増減額増減額 平成24年度

57,824 ▲ 607負債合計

  
 金融資産では、期中に増加した科目は有価証券が３億円増加の１３億円、基金・積立金は８ 

億円増加の２６億円となっています。また、公共用財産用地は４億円増加し、公共用財産建設仮

勘定は８億円増加しました。 

 一方、固定資産は、事業用建物の残高が前年末と比較して１４億円の減少、公共用財産施設が

１２億円の減少でその大部分は一般会計の減価償却、直接資本減耗に起因しています。   

これらのことから、資産は前年末に比べて３，６００万円減少しています。 

 負債では、期末の公債残高は長期・短期合わせて５億円減少し、４７０億円でした。そのうち

短期公債の残高は４０億円で、翌年度に償還する公債の額は前年と比較して８億円減少しました。 

経年比較から分かること 

６ 経年比較(単体ベース） 
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⑵　行政コスト計算書（単体ベース）

１．経常業務費用 17,837 17,940 ▲ 103
①人件費 7,638 7,790 ▲ 152
②物件費 4,259 4,022 237
③経費 4,373 4,422 ▲ 49
④業務関連費用 1,568 1,706 ▲ 138

２．移転支出 34,213 33,153 1,060
①他会計への移転支出 0 0 0
②補助金等移転支出 3,541 3,201 340
③社会保障関係費等移転支出 30,611 29,902 709
④その他の移転支出 62 51 11

経常費用合計（総行政コスト） 52,051 51,093 958

１．経常業務収益 4,337 4,284 53
①業務収益 3,374 3,381 ▲ 7
自己収入 3,374 3,381 ▲ 7
その他の業務収益 0 0 0

②業務関連収益 963 903 60
受取利息等 11 7 4
資産売却益 2 5 ▲ 3
その他の業務関連外収益 950 891 59

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

【経常収益】 平成25年度

【経常費用】 平成25年度

905

53

純経常費用（純行政コスト） 47,714 46,809

経常収益合計 4,337

増減額平成24年度

平成24年度 増減額

4,284

  
  人件費の減少や業務関連費用の減少により、経常業務費用は１億円減少したも
のの、社会保障関係経費等の伸びにより、移転支出が１１億円増加し、経常費用
合計は、前年度と比べ１０億円増加しました。 
 総行政コストから経常収益を差し引いた純行政コストは、この社会保障関係経
費の伸びによる影響が大きく、前年度と比べ９億円増加しました。 

経年比較から分かること 
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⑶　純資産変動計算書（単体ベース）

１.財源変動の部　ｃ＝b-ａ ▲ 303 934 ▲ 1,237

財源の使途計　　a 55,768 53,688 2,080

①純経常費用への財源措置 47,714 46,809 905

②固定資産形成への財源措置 3,699 2,041 1,658

③長期金融資産形成への財源措置 1,818 2,313 ▲ 495

④その他の財源の使途 2,538 2,525 13

財源の調達計　　b 55,466 54,622 844

①税収 19,773 19,528 245

②社会保険料 5,619 5,331 288

③移転収入 24,632 24,322 310

④その他の財源の調達 5,440 5,440 0

２.資産形成充当財源変動の部　　d 873 ▲ 3,330 4,203

１.固定資産の変動 ▲ 294 ▲ 1,939 1,645

２.長期金融資産の変動 1,140 1,392 ▲ 252

３.評価・換算差額等の変動 27 ▲ 2,783 2,810

３.その他の純資産変動の部　　ｅ 0 0 0

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

平成25年度

（単位：百万円）

前期末残高 228,666

平成24年度

231,062

増減額

▲ 2,396

2,966

570

当期変動額（増減差額）　　c+d+e 570

当期末残高 229,236

▲ 2,396

228,666

  

 財源変動の部においては、前年度と比べ固定資産形成への財源措置が１７億円

増加したことなどにより、１２億円減少しました。 
 資産形成充当財源変動の部においては、前年度の土地の評価替えの影響による
評価・換算差額等の変動のような大きな変動はなく、４２億円増加しました。正
味財産である当期末残高は、前年度と比較すると、６億増加しました。 

経年比較から分かること 
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⑷　資金収支計算書（単体ベース）

１．経常的収支 5,393 5,602 ▲ 209
経常的支出 48,526 47,432 1,094
①経常業務費用支出 14,312 14,279 33
　人件費支出 7,634 7,823 ▲ 189
  物件費支出 2,391 2,134 257
  経費支出 3,774 3,860 ▲ 86
  業務関連費用支出(財務的支出を除く） 513 462 51
②移転支出 34,213 33,153 1,060

経常的収入 53,918 53,034 884
①租税収入 19,782 19,492 290
②社会保険料収入 5,430 5,184 246
③経常業務収益収入 4,074 4,036 38
④移転収入 24,632 24,322 310

２．資本的収支 ▲ 4,095 ▲ 3,194 ▲ 901
資本的支出 4,868 4,207 661
①固定資産形成支出 2,986 1,829 1,157
②長期金融資産形成支出 1,818 2,313 ▲ 495
③その他の資本形成支出 65 65 0

資本的収入 773 1,013 ▲ 240
①固定資産売却収入 30 27 3
②長期金融資産償還収入 126 376 ▲ 250
③その他の資本処分収入 617 610 7

３．財務的収支 ▲ 1,868 ▲ 3,088 1,220
財務的支出 5,936 6,007 ▲ 71
　①支払利息支出 1,017 1,119 ▲ 102
　②元本償還支出 4,919 4,888 31
財務的収入 4,068 2,918 1,150
①公債発行収入 4,061 2,909 1,152
②借入金収入 0 0 0
③その他の財務的収入 7 9 ▲ 2

※　表中の金額は、四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

基礎的財政収支（プライマリーバランス）＝１＋２ 1,297

（単位：百万円）

平成24年度

4,057

2,408

平成25年度

期首資金残高 3,376

当期資金収支額 ▲ 571

期末資金残高 2,806 ▲ 570

▲ 681

▲ 681

増減額

▲ 1,111

110

3,376

  
 経常的収支は、前年度と比べ移転支出が１０億円増加した影響により、２億円減少しまし
た。  
 資本的収支は、前年度と比べ資本的収入が２億円減少し、資本的支出が７億円増加したこ
とにより、９億円減少しました。 
 財務的収支は、前年度に引き続き収入より支出が上回っており、これにより、市債の発行

額以上に返済が進んでいることが分かります。 

 期末資金残高は、前年度と比べ６億円減少しました。 

 

経年比較から分かること 
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⑴ 純資産比率【純資産／資産】 

  資産に占める返済義務のない純資産の割合を示す比率です。 

この指標が高いほど、財政状況が健全であると言えます。 

   

単体ベース ８０.０％（前年度 ７９.８％） 

  連結ベース ７９.９％（前年度 ７９.７％） 

    

⑵ 社会資本形成の世代間比率【純資産／(事業用資産＋インフラ資産) 】  

今まで整備してきた建物や道路などの社会資本を、これまでの世代の負担によってど

れくらい形成されたかを示しています。  

  この指標が高いほど、これまでの世代が社会資本形成を負担してきたことになり、将

来の世代への負担が少なくなると言えます。  

  

単体ベース ８２.９％（前年度 ８２.６％） 

  連結ベース  ８３.１％（前年度 ８２.８％） 

 

⑶ 負債比率【負債／純資産】  

純資産に対する負債の割合を示す比率です。  

  この指標が低いほど財政状況が健全であると言えます。  

 

単体ベース ２５.０％（前年度 ２５.４％） 

  連結ベース  ２５.１％（前年度 ２５.４％）

７ 財務書類の主な指標  
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⑷ 受益者負担率【経常収益の業務収益（使用料、手数料など）／総行政コスト】 

  総行政コストのうち、行政サービスの受益者が直接的に負担する割合を示しています。  

 

単体ベース  ６.５％（前年度 ６.６％） 

  連結ベース   ６.０％（前年度 ６.１％） 

 

⑸ 資産老朽化比率【減価償却累計額／（有形償却資産合計＋減価償却累計額）】  

  非金融資産のうち、減価償却を行う有形の固定資産の取得価格に対する減価償却累計

額の割合を示す比率です。  

耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。１００％に近いほど老朽化が進んでいると言えます。  

  ※この比率は、単体ベースで計算しています。  

 

  単体ベース ４９.７％（前年度 ４８．３％） 

 

⑹ 市民１人当たりでは 

   

資 産  単体ベース ２２１万円（前年度 ２１９万円） 

       連結ベース ２２３万円（前年度 ２２２万円） 

   

負 債  単体ベース ４４万円（前年度 ４４万円）  

       連結ベース ４５万円（前年度 ４５万円）  

   

  純資産  単体ベース １７６万円（前年度 １７５万円）  

       連結ベース １７９万円（前年度 １７７万円）  

   

  純行政コスト 単体ベース ３７万円（前年度 ３６万円）  

         連結ベース ４３万円（前年度 ４２万円）  

 

  ※平成 26 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳人口 129,885 人（前年度は平成 25 年 3 月

31 日、130,597 人）で計算しています。 
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【様式第1号】 単位：円

【資産の部】

１．金融資産 9,924,284,419 F=D+E

資金 2,805,549,723 E　　　　　　　CFより

金融資産（資金を除く） 7,118,734,696 D=A+B+C

債権 3,019,011,154 A

税等未収金 2,968,388,531

未収金 432,961,475

貸付金 4,120,000

その他の債権 12,120,000

(控除)貸倒引当金 ▲ 398,578,852

有価証券 1,287,141,000 B

投資等 2,812,582,542 C

出資金 9,380,000

基金・積立金 2,554,871,542

財政調整基金 1,556,126,729

減債基金 0

その他の基金・積立金 998,744,813

その他の投資 248,331,000

２．非金融資産 276,529,332,432 M=J+K+L

事業用資産 76,006,265,672 J=G+H+I

有形固定資産 75,784,282,454 G

土地 36,475,888,211

立木竹 0

建物 37,705,298,990

工作物 397,372,024

機械器具 12,427,665

物品 64,292,301

船舶 0

航空機 0

その他の有形固定資産 1,060,469,806

建設仮勘定 68,533,457

無形固定資産 93,866,699 H

地上権 0

著作権・特許権 2,921,460

ソフトウェア 0

電話加入権 115

その他の無形固定資産 90,945,124

棚卸資産 128,116,519 I

インフラ資産 200,523,066,760 K

公共用財産用地 134,970,512,620

公共用財産施設 61,448,315,908

その他の公共用財産 2,105,599,160

公共用財産建設仮勘定 1,998,639,072

繰延資産 0 L

資産合計 286,453,616,851 N=F+M

【負債の部】

１．流動負債 5,157,408,342 O

未払金及び未払費用 207,355,802

前受金及び前受収益 987,840

引当金 361,974,418

賞与引当金 361,974,418

預り金（保管金等） 169,984,929

公債（短期） 4,030,072,067

短期借入金 0

その他の流動負債 387,033,286

２．非流動負債 52,060,046,397 P

公債 43,017,410,847

借入金 30,051,000

責任準備金 0

引当金 8,034,672,964

退職給付引当金 7,058,901,000

損失補償引当金 975,771,964

その他の引当金 0

その他の非流動負債 977,911,586

負債合計 57,217,454,739 Q=O+P

【純資産の部】

財源 9,384,041,576 R

資産形成充当財源（調達源泉別） ▲ 9,661,400,393 S

税収 6,015,052,126 NWMより

社会保険料 316,357,819

移転収入 1,739,028,388

公債等 2,692,590,722

その他の財源の調達 ▲ 19,205,769,832

評価・換算差額等 ▲ 1,218,659,616

その他の純資産 229,513,520,929 T

開始時未分析残高 229,513,521,666

その他純資産 ▲ 737

純資産合計 229,236,162,112 U=R+S+T

負債・純資産合計 286,453,616,851 V=Q+U

座間市　平成25年度　貸借対照表  [単体会計]

 

８ 資料（財務書類本表）  



- 17 - 
 

【様式第2号】 単位：円

【経常費用】

１．経常業務費用 17,837,248,058 E=A+B+C+D

①人件費 7,637,657,761 A

議員歳費 113,281,000

職員給料 4,812,428,035

賞与引当金繰入 361,974,416

退職給付費用 428,820,000

その他の人件費 1,921,154,310

②物件費 4,258,905,404 B

消耗品費 458,800,903

維持補修費 800,816,659

減価償却費 1,867,145,669

その他の物件費 1,132,142,173

③経費 4,372,774,575 C

業務費 15,484,896

委託費 3,209,556,537

貸倒引当金繰入 362,520,595

その他の経費 785,212,547

④業務関連費用 1,567,910,318 D

公債費（利払分） 998,388,993

借入金支払利息 18,175,620

資産売却損 38,334,590

その他の業務関連費用 513,011,115

２．移転支出 34,213,324,816 F

①他会計への移転支出 0

②補助金等移転支出 3,540,676,605

③社会保障関係費等移転支出 30,610,565,622

④その他の移転支出 62,082,589

経常費用合計（総行政コスト） 52,050,572,874 G=E+F

【経常収益】

経常業務収益 4,336,834,316 J=H+Ｉ

①業務収益 3,373,501,355 H

自己収入 3,373,501,355

その他の業務収益 0

②業務関連収益 963,332,961 Ｉ

受取利息等 11,203,290

資産売却益 2,395,152

その他の業務関連収益 949,734,519

経常収益合計 4,336,834,316 K=J

純経常費用（純行政コスト） ▲ 47,713,738,558 L=K-G　　　　NWMへ

座間市　平成25年度　行政コスト計算書  [単体会計]
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【様式第3号】 （単位：円）

前期末残高 9,686,739,967 4,156,913,060 316,357,819 1,195,555,311 1,402,538,170 (16,359,628,652) (1,245,756,676) (10,534,020,968) 229,513,521,666 (737) 229,513,520,929 228,666,239,928
当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 987,354,161 (1,290,052,552) (302,698,391) (302,698,391)
１．財源の使途 (54,478,299,184) (1,290,052,552) (55,768,351,736) (55,768,351,736)

①純経常費用への財源措置 (47,713,738,558) 0 (47,713,738,558) (47,713,738,558)
②固定資産形成への財源措置 (2,408,615,971) (1,290,052,552) (3,698,668,523) (3,698,668,523)

事業用資産形成への財源措置 (545,765,877) (721,966,796) (1,267,732,673) (1,267,732,673)
インフラ資産形成への財源措置 (1,862,850,094) (568,085,756) (2,430,935,850) (2,430,935,850)

③長期金融資産形成への財源措置 (1,817,792,134) 0 (1,817,792,134) (1,817,792,134)
④その他の財源の使途 (2,538,152,521) 0 (2,538,152,521) (2,538,152,521)

直接資本減耗 (2,537,026,501) 0 (2,537,026,501) (2,537,026,501)
その他財源措置 (1,126,020) 0 (1,126,020) (1,126,020)

２．財源の調達 55,465,653,345 55,465,653,345 55,465,653,345
①税収 19,773,432,752 19,773,432,752 19,773,432,752
②社会保険料 5,619,454,253 5,619,454,253 5,619,454,253
③移転収入 24,632,283,423 24,632,283,423 24,632,283,423

他会計からの移転収入 0 0 0
補助金等移転収入 16,451,443,484 16,451,443,484 16,451,443,484

国庫支出金 12,934,294,324 12,934,294,324 12,934,294,324
都道府県等支出金 3,517,149,160 3,517,149,160 3,517,149,160
市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 8,180,839,939 8,180,839,939 8,180,839,939
④その他の財源の調達 5,440,482,917 5,440,482,917 5,440,482,917

固定資産売却収入（元本分） 31,588,971 31,588,971 31,588,971
長期金融資産償還収入（元本分） 677,898,785 677,898,785 677,898,785
その他財源調達 4,730,995,161 4,730,995,161 4,730,995,161

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 1,858,139,066 0 543,473,077 1,290,052,552 (2,846,141,180) 27,097,060 872,620,575 872,620,575
１．固定資産の変動 720,380,287 0 341,724,927 1,290,052,552 (2,646,527,600) 0 (294,369,834) (294,369,834)

①固定資産の減少 0 0 0 0 (4,480,093,955) 0 (4,480,093,955) (4,480,093,955)
減価償却費・直接資本減耗相当額 0 0 0 0 (4,404,172,170) 0 (4,404,172,170) (4,404,172,170)
除売却相当額 0 0 0 0 (75,921,785) 0 (75,921,785) (75,921,785)

②固定資産の増加 720,380,287 0 341,724,927 1,290,052,552 1,833,566,355 0 4,185,724,121 4,185,724,121
固定資産形成 720,380,287 0 341,724,927 1,290,052,552 1,346,510,757 0 3,698,668,523 3,698,668,523
無償所管換等 0 0 0 0 487,055,598 0 487,055,598 487,055,598

２．長期金融資産の変動 1,137,758,779 0 201,748,150 0 (199,613,580) 0 1,139,893,349 1,139,893,349
①長期金融資産の減少 0 0 0 0 (677,898,785) 0 (677,898,785) (677,898,785)
②長期金融資産の増加 1,137,758,779 0 201,748,150 0 478,285,205 0 1,817,792,134 1,817,792,134

３．評価・換算差額等の変動 27,097,060 27,097,060 27,097,060
①評価・換算差額等の減少 (122,978,149) (122,978,149) (122,978,149)

再評価損 0 0 0
その他評価額等減少 (122,978,149) (122,978,149) (122,978,149)

②評価・換算差額等の増加 150,075,209 150,075,209 150,075,209
再評価益 0 0 0
その他評価額等増加 150,075,209 150,075,209 150,075,209

Ⅲ．その他の純資産変動の部 0 0 0 0
１．開始時未分析残高 0 0 0
２．その他純資産の変動 0 0 0

その他純資産の減少 0 0 0
その他純資産の増加 0 0 0

当期変動額合計 987,354,161 (1,290,052,552) (302,698,391) 1,858,139,066 0 543,473,077 1,290,052,552 (2,846,141,180) 27,097,060 872,620,575 0 0 0 569,922,184

経費負担割合変更に伴う差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期末残高 － － 9,384,041,576 6,015,052,126 316,357,819 1,739,028,388 2,692,590,722 (19,205,769,832) (1,218,659,616) (9,661,400,393) 229,513,521,666 (737) 229,513,520,929 229,236,162,112

移転収入 公債等 その他の財源の調達
評価・換算差額

等

座間市　平成25年度　純資産変動計算書 [単体会計]

財源
財源合計

資産形成充当財源
資産形成充当

財源合計

その他の純資産
その他の純資産合

計
純資産合計

財源余剰
未実現財源

消費

開始時未分析
残高

その他純資産税収 社会保険料
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【様式第4号】 単位：円

【経常的収支区分】

Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 48,525,503,896 C=A+B

①経常業務費用支出 14,312,179,080 A

人件費支出 7,633,501,679

物件費支出 2,391,311,835

経費支出 3,774,354,451

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 513,011,115

②移転支出 34,213,324,816 B

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 3,540,676,605

社会保障関係費等移転支出 30,610,565,622

その他の移転支出 62,082,589

２．経常的収入 53,918,215,561 H=D+E+F+G

①租税収入 19,781,738,328 D

②社会保険料収入 5,430,111,795 E

③経常業務収益収入 4,074,082,015 F

経常収益収入 3,258,463,362

業務関連収益収入 815,618,653

④移転収入 24,632,283,423 G

他会計からの移転収入 0

補助金等移転収入 16,451,443,484

その他の移転収入 8,180,839,939

経常的収支 5,392,711,665 Ｉ=H-C

【資本的収支区分】

Ⅱ．資本的収支

１．資本的支出 4,868,449,094 M=J+K+L

①固定資産形成支出 2,985,656,960 J

②長期金融資産形成支出 1,817,792,134 K

③その他の資本形成支出 65,000,000 L

２．資本的収入 773,068,004 Q=N+O+P

①固定資産売却収入 30,169,219 N

②長期金融資産償還収入 125,623,400 O

③その他の資本処分収入 617,275,385 P

資本的収支 ▲ 4,095,381,090 R=Q-M

基礎的財政収支 1,297,330,575 S=I+R

【財務的収支区分】

Ⅲ．財務的収支

１．財務的支出 5,935,950,187 V=T+U

①支払利息支出 1,016,564,613 T

公債費（利払分）支出 998,388,993

借入金支払利息支出 18,175,620

②元本償還支出 4,919,385,574 U

公債費（元本分）支出 4,533,740,211

公債（短期）元本償還支出 4,533,740,211

公債元本償還支出 0

借入金元本償還支出 0

短期借入金元本償還支出 0

借入金元本償還支出 0

その他の元本償還支出 385,645,363

２．財務的収入 4,068,091,453 Z=W+X+Y

①公債発行収入 4,060,900,000 W

公債(短期）発行収入 0

公債発行収入 4,060,900,000

②借入金収入 0 X

短期借入金収入 0

借入金収入 0

③その他の財務的収入 7,191,453 Y
財務的収支 ▲ 1,867,858,734 AA=Z-V

当期資金収支額 ▲ 570,528,159 AB=S+AA

期首資金残高 3,376,077,882 AC

期末資金残高 2,805,549,723 AD=AB+AC　　　BSへ

座間市　平成25年度　資金収支計算書  [単体会計]
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【様式第6号】 単位：円

【資産の部】

１．金融資産 11,136,686,407 F=D+E

資金 3,760,501,647 E　　　　　　　CFより

金融資産（資金を除く） 7,376,184,760 D=A+B+C

債権 3,229,456,843 A

税等未収金 2,968,388,531

未収金 643,258,553

貸付金 4,120,000

その他の債権 12,268,611

(控除)貸倒引当金 ▲ 398,578,852

有価証券 1,478,260,889 B

投資等 2,668,467,028 C

出資金 9,380,000

基金・積立金 2,611,756,028

財政調整基金 1,556,126,729

減債基金 0

その他の基金・積立金 1,055,629,299

その他の投資 47,331,000

２．非金融資産 279,040,861,283 M=J+K+L

事業用資産 77,150,990,516 J=G+H+I

有形固定資産 76,929,007,295 G

土地 37,002,118,687

立木竹 0

建物 38,287,348,105

工作物 426,140,694

機械器具 16,975,552

物品 67,420,994

船舶 0

航空機 0

その他の有形固定資産 1,060,469,806

建設仮勘定 68,533,457

無形固定資産 93,866,702 H

地上権 0

著作権・特許権 2,921,460

ソフトウェア 0

電話加入権 118

のれん 0

その他の無形固定資産 90,945,124

棚卸資産 128,116,519 I

インフラ資産 201,889,870,767 K

公共用財産用地 135,462,535,480

公共用財産施設 62,323,097,055

その他の公共用財産 2,105,599,160

公共用財産建設仮勘定 1,998,639,072

繰延資産 0 L

資産合計 290,177,547,690 N=F+M

【負債の部】

１．流動負債 6,879,099,807 O

未払金及び未払費用 866,679,227

前受金及び前受収益 4,297,840

引当金 385,208,742

賞与引当金 385,208,742

預り金（保管金等） 175,896,575

公債（短期） 4,084,212,173

短期借入金 975,771,964

その他の流動負債 387,033,286

２．非流動負債 51,430,414,187 P

公債 43,166,680,434

借入金 30,051,000

責任準備金 0

引当金 7,255,771,167

退職給付引当金 7,255,771,167

損失補償引当金 0

その他の引当金 0

負ののれん 0

その他の非流動負債 977,911,586

負債合計 58,309,513,994 Q=O+P

【純資産の部】

財源 9,222,178,536 R

資産形成充当財源（調達源泉別） ▲ 9,425,880,213 S

税収 6,015,052,126 NWMより

社会保険料 316,357,819

移転収入 1,739,028,388

公債等 2,727,639,421

その他の財源の調達 ▲ 19,004,908,069

評価・換算差額等 ▲ 1,219,049,898

少数株主持分 0 T

その他の純資産 232,071,735,373 Ｕ

開始時未分析残高 230,510,686,184

その他純資産 1,561,049,189

純資産合計 231,868,033,696 V=R+S+T+U

負債・純資産合計 290,177,547,690 W=Q+V

座間市　平成25年度　連結貸借対照表
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【様式第7号】 単位：円

【経常費用】

１．経常業務費用 19,169,165,976 E=A+B+C+D

①人件費 8,010,939,006 A

議員歳費 113,849,895

職員給料 5,088,029,048

賞与引当金繰入 385,208,740

退職給付費用 445,641,633

その他の人件費 1,978,209,690

②物件費 4,882,585,299 B

消耗品費 497,245,985

維持補修費 1,224,263,819

減価償却費 1,896,558,801

その他の物件費 1,264,516,694

③経費 4,612,205,009 C

業務費 15,748,887

委託費 3,441,216,279

貸倒引当金繰入 362,520,595

その他の経費 792,719,248

④業務関連費用 1,663,436,662 D

公債費（利払分） 999,901,487

借入金支払利息 26,205,232

資産売却損 38,334,590

のれん償却額 0

その他の業務関連費用 598,995,353

２．移転支出 41,239,478,280 F

①他会計への移転支出 0

②補助金等移転支出 10,535,216,291

③社会保障関係費等移転支出 30,610,565,622

④その他の移転支出 93,696,367

経常費用合計（総行政コスト） 60,408,644,256 G=E+F

【経常収益】

経常業務収益 4,499,360,074 J=H+Ｉ

①業務収益 3,620,308,511 H

自己収入 3,600,474,169

その他の業務収益 19,834,342

②業務関連収益 879,051,563 Ｉ

受取利息等 11,799,186

資産売却益 2,395,152

負ののれん償却額 0

その他の業務関連収益 864,857,225

経常収益合計 4,499,360,074 K=J

【少数株主利益（または少数株主損失）】 0 Ｌ

純経常費用（純行政コスト） ▲ 55,909,284,182 M=(K-G)-L　　　　NWMへ

座間市　平成25年度　連結行政コスト計算書
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【様式第8号】 （単位：円）

前期末残高 9,398,507,246 4,156,913,060 316,357,819 1,195,555,311 1,437,165,160 (16,187,078,179) (1,246,132,115) (10,327,218,944) 0 230,496,633,945 1,529,540,158 232,026,174,103 231,097,462,405
当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 1,110,383,729 (1,290,052,552) (179,668,823) (179,668,823)
１．財源の使途 (62,987,163,202) (1,290,052,552) (64,277,215,754) (64,277,215,754)

①純経常費用への財源措置 (55,909,284,182) 0 (55,909,284,182) (55,909,284,182)
②固定資産形成への財源措置 (2,596,418,848) (1,290,052,552) (3,886,471,400) (3,886,471,400)

事業用資産形成への財源措置 (552,102,084) (721,966,796) (1,274,068,880) (1,274,068,880)
インフラ資産形成への財源措置 (2,044,316,764) (568,085,756) (2,612,402,520) (2,612,402,520)

③長期金融資産形成への財源措置 (1,859,047,629) 0 (1,859,047,629) (1,859,047,629)
④その他の財源の使途 (2,622,412,543) 0 (2,622,412,543) (2,622,412,543)

直接資本減耗 (2,621,286,523) 0 (2,621,286,523) (2,621,286,523)
その他財源措置 (1,126,020) 0 (1,126,020) (1,126,020)

２．財源の調達 64,097,546,931 64,097,546,931 64,097,546,931
①税収 19,773,432,752 19,773,432,752 19,773,432,752
②社会保険料 5,871,215,645 5,871,215,645 5,871,215,645
③移転収入 32,846,507,471 32,846,507,471 32,846,507,471

他会計からの移転収入 0 0 0
補助金等移転収入 24,687,512,445 24,687,512,445 24,687,512,445

国庫支出金 13,539,453,187 13,539,453,187 13,539,453,187
都道府県等支出金 8,640,126,484 8,640,126,484 8,640,126,484
市町村等支出金 2,507,932,774 2,507,932,774 2,507,932,774

その他の移転収入 8,158,995,026 8,158,995,026 8,158,995,026
④その他の財源の調達 5,606,391,063 5,606,391,063 5,606,391,063

固定資産売却収入（元本分） 31,588,971 31,588,971 31,588,971
長期金融資産償還収入（元本分） 761,800,027 761,800,027 761,800,027
その他財源調達 4,813,002,065 4,813,002,065 4,813,002,065

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 1,858,139,066 0 543,473,077 1,290,052,552 (2,814,044,115) 27,097,060 904,717,640 904,717,640
１．固定資産の変動 720,380,287 0 341,724,927 1,290,052,552 (2,571,784,788) 0 (219,627,022) (219,627,022)

①固定資産の減少 0 0 0 0 (4,593,853,458) 0 (4,593,853,458) (4,593,853,458)
減価償却費・直接資本減耗相当額 0 0 0 0 (4,517,931,673) 0 (4,517,931,673) (4,517,931,673)
除売却相当額 0 0 0 0 (75,921,785) 0 (75,921,785) (75,921,785)

②固定資産の増加 720,380,287 0 341,724,927 1,290,052,552 2,022,068,670 0 4,374,226,436 4,374,226,436
固定資産形成 720,380,287 0 341,724,927 1,290,052,552 1,534,313,634 0 3,886,471,400 3,886,471,400
無償所管換等 0 0 0 0 487,755,036 0 487,755,036 487,755,036

２．長期金融資産の変動 1,137,758,779 0 201,748,150 0 (242,259,327) 0 1,097,247,602 1,097,247,602
①長期金融資産の減少 0 0 0 0 (761,800,027) 0 (761,800,027) (761,800,027)
②長期金融資産の増加 1,137,758,779 0 201,748,150 0 519,540,700 0 1,859,047,629 1,859,047,629

３．評価・換算差額等の変動 27,097,060 27,097,060 27,097,060
①評価・換算差額等の減少 (122,978,149) (122,978,149) (122,978,149)

再評価損 0 0 0
その他評価額等減少 (122,978,149) (122,978,149) (122,978,149)

②評価・換算差額等の増加 150,075,209 150,075,209 150,075,209
再評価益 0 0 0
その他評価額等増加 150,075,209 150,075,209 150,075,209

Ⅲ．少数株主持分変動の部 0 0
１．少数株主持分の減少 0 0
２．少数株主持分の増加 0 0

Ⅳ．その他の純資産変動の部 0 0 0 0
１．開始時未分析残高 0 0 0
２．その他純資産の変動 0 0 0

その他純資産の減少 0 0 0
その他純資産の増加 0 0 0

当期変動額合計 1,110,383,729 (1,290,052,552) (179,668,823) 1,858,139,066 0 543,473,077 1,290,052,552 (2,814,044,115) 27,097,060 904,717,640 0 0 0 0 725,048,817

経費負担割合変更に伴う差額 3,340,113 0 0 0 421,709 (3,785,775) (14,843) (3,378,909) 0 14,052,239 31,509,031 45,561,270 45,522,474

当期末残高 － － 9,222,178,536 6,015,052,126 316,357,819 1,739,028,388 2,727,639,421 (19,004,908,069) (1,219,049,898) (9,425,880,213) 0 230,510,686,184 1,561,049,189 232,071,735,373 231,868,033,696

未実現財源

消費
税収 社会保険料 移転収入 公債等 その他の財源の調達
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高
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【様式第9号】 単位：円

【経常的収支区分】

Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 56,550,241,275 C=A+B

①経常業務費用支出 15,310,792,717 A

人件費支出 8,000,309,149

物件費支出 2,718,705,607

経費支出 3,992,782,608

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 598,995,353

②移転支出 41,239,448,558 B

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 10,535,186,569

社会保障関係費等移転支出 30,610,565,622

その他の移転支出 93,696,367

２．経常的収入 62,247,018,070 H=D+E+F+G

①租税収入 19,781,738,328 D

②社会保険料収入 5,681,873,187 E

③経常業務収益収入 3,990,918,148 F

経常収益収入 3,245,712,881

業務関連収益収入 745,205,267

④移転収入 32,792,488,407 G

他会計からの移転収入 0

補助金等移転収入 24,633,493,381

その他の移転収入 8,158,995,026

経常的収支 5,696,776,795 Ｉ=H-C

【資本的収支区分】

Ⅱ．資本的収支

１．資本的支出 4,783,495,323 N=J+K+L+M

①固定資産形成支出 2,859,447,694 J

②長期金融資産形成支出 1,859,047,629 K

③連結の範囲の変更を伴う出資・出捐支出 0 L

④その他の資本形成支出 65,000,000 M

２．資本的収入 856,969,246 S=O+P+Q+R

①固定資産売却収入 30,169,219 O

②長期金融資産償還収入 209,524,642 P

③連結の範囲の変更を伴う出資・出捐償還収入 0 Q

④その他の資本処分収入 617,275,385 R

資本的収支 ▲ 3,926,526,077 T=S-N

基礎的財政収支 1,770,250,718 U=I+T

【財務的収支区分】

Ⅲ．財務的収支

１．財務的支出 7,281,949,970 X=V+W

①支払利息支出 1,026,111,521 V

公債費（利払分）支出 999,906,289

借入金支払利息支出 26,205,232

②元本償還支出 6,255,838,449 W

公債費（元本分）支出 4,592,464,019

公債（短期）元本償還支出 4,588,037,900

公債元本償還支出 4,426,119

借入金元本償還支出 1,277,729,067

短期借入金元本償還支出 0

借入金元本償還支出 1,277,729,067

その他の元本償還支出 385,645,363

２．財務的収入 5,172,061,149 AB=Y+Z+AA

①公債発行収入 4,092,652,600 Y

公債(短期）発行収入 0

公債発行収入 4,092,652,600

②借入金収入 1,072,217,096 Z

短期借入金収入 1,126,020

借入金収入 1,071,091,076

③その他の財務的収入 7,191,453 AA
財務的収支 ▲ 2,109,888,821 AC=AB-X

当期資金収支額 ▲ 339,638,103 AD=U+AC

期首資金残高 4,092,951,934 AE

期末資金残高 3,753,313,831 AF=AD+AE　　　BSへ

経費負担割合変更に伴う差額 7,187,816 AF

期末資金残高 3,760,501,647 AG=AD+AE+AF　　　BSへ
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